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1. 序論：AI時代の知財業務における「最終確認の罠」とパラダ
イムシフト 
生成AIおよび自律型AIエージェントの急速な発展により、企業の知的財産（IP）業務は歴史的な転換
点を迎えている。これまで高度な専門知識と多大な時間を要していた先行技術調査、特許明細書の

草案作成、商標のスクリーニング、さらには共同研究等における秘密保持契約（NDA）のレビューと
いった業務の多くが、AIによる自動化または高度な補助の対象となりつつある。実際に、知財実務の
現場では、大規模言語モデル（LLM）を活用して膨大な文献から関連性の高い情報を抽出したり、特
定のフォーマットに準拠した文書のドラフトを瞬時に生成したりする試みが日常的に行われるように

なっている。 
しかしながら、知財業務は一般的なバックオフィス業務や定型的な事務処理とは根本的に性質が異

なる。未公開発明の取り扱い、営業秘密の保護、競合他社への出願戦略、他社権利の侵害リスク評

価、そして契約上の権利帰属など、企業の競争力の源泉に直結する極めて機微かつ戦略的な判断

を内包しているからである。このような高度な専門性と事業への重大な影響を伴う領域において、現

在多くの企業や特許事務所で無批判に提唱されている「AIに作業を行わせ、人間が最後に確認する
（Human-in-the-loop）」という抽象的な運用論は、実務上極めて脆弱であり、ガバナンスの枠組み
として十分とは言えない。 
数十億のパラメータを持つLLMが生成した高度で複雑な出力に対して、人間が事後的にすべての論
理的飛躍やハルシネーション（事実誤認）を見抜き、完璧に修正することは、認知負荷の観点から非

現実的である1。AIの流暢で自信に満ちた出力に対する過度な信頼（オートメーション・バイアス）は、
誤った先行技術評価による特許の無効化や、深刻な権利侵害という取り返しのつかない結果を招く

リスクを孕んでいる。さらに、AIツールへの不適切なプロンプト入力が、企業の最重要機密である未
公開発明の漏洩や新規性喪失に直結するという致命的な情報セキュリティ上の課題も存在する。 
本稿の中心命題は、知財業務におけるAI活用が「AIに高度な判断を委ねること」でも「人間が最後に
体裁を整えること」でもなく、知財判断のプロセスを極小単位に分解し、「Can（能力と限界）」「Trust
（信頼性と依存の設計）」「Own（プロセスの所有と法的責任）」という三つの評価軸を用いて『AIに任
せられる範囲』を戦略的かつ工学的に設計することにある、という点である。本稿では、最新のAI基
盤研究、各国の特許庁の動向、法学的な権限委譲の概念、および情報セキュリティのベストプラク

ティスを網羅的に統合し、次世代の知財部門が採るべき強靭な業務設計（オペレーティング・モデ

ル）を提示する。 

2. 「Can / Trust / Own」フレームワークの理論的基盤と知財



法理への接合 
AIに業務を委譲するための三軸「Can / Trust / Own」は、単なるソフトウェア導入のチェックリストで
はなく、システムと人間の境界線を画定するための高度なガバナンス哲学である。これを極めて専

門性の高い知財業務に適用するためには、各概念の解像度を一段引き上げ、法学および技術論の

観点から再定義する必要がある。 
2.1 Can（能力の境界）：予測機械としての認識的限界とゲーム理論的アプロー
チ 
「Can（AIに何ができるか）」を評価する第一歩は、現在の生成AIが自立的思考を持つ「知能」ではな
く、膨大な学習データに基づいて次に出現する確率の高いトークンを推論する「高度な予測機械（

Prediction Machine）」であることを正しく認識することである1。現在の先進的なAIシステムはブラッ
クボックス化しており、ユーザーは入力に対して出力を得ることはできるものの、その内部でどのよう

な論理的処理が行われているかを完全に把握することはできない1。 
知財業務において、AIは特定のタスクにおいて圧倒的な「Can（能力）」を発揮する。例えば、膨大な
外国語の先行技術文献を瞬時に読み込み、請求項の差異を抽出する文脈的要約能力や、侵害調

査において関連するキーワードや類義語を網羅的に展開するパターン抽出能力である2。スズエ国

際特許事務所におけるAI検索エンジンの導入による類義語一括抽出や、AI搭載商標調査ツール「
TM-RoBo」による調査時間の短縮などは、AIの「Can」を適切に業務フローに組み込んだ好例である
2。 
一方で、AIには決定的な認識的限界が存在する。「スマート」と呼ばれてはいても、現在のAIシステ
ムは自律的に思考し、価値判断を下すことはできない3。複雑な技術的非自明性（進歩性）の規範的

判断や、事業戦略に基づく出願国移行の意思決定は、過去のパターンの延長線上には存在しない

ため、AI単独では実行不可能である。また、まさに特許出願の対象となる「未公開発明」などの未学
習の最新技術に対しては、参照すべき学習データが存在しないため、ハルシネーション（もっともらし

いが虚偽の情報生成）を引き起こしやすいという構造的な弱点がある1。 
この限界を克服するためには、人間の意思決定者とLLMとの相互作用を、経済学における一種の
「ゲーム」として捉えるアプローチが有効である1。LLMは自身の目的関数や学習データに関するプラ
イベートな情報を持っており、人間側はプロンプトを通じてその情報を適切に引き出し（Elicit）、LLM
の出力を人間の暗黙的または明示的な目的関数（知財法務における正確性や戦略的意図）と整合

（アライメント）させる戦略を構築しなければならない1。したがって、「Can」の設計においては、AIを
「完全な自律的解決策」としてではなく、「特定の推論ステップを加速させ、人間が情報を引き出すた

めのコンポーネント」として業務フロー内に位置づける必要がある。 
2.2 Trust（信頼の工学）：道徳的責任の欠如と「依存（Reliance）」への再定義 
「Trust（信頼）」の概念は、AI時代において最も誤解されやすく、かつ危険な領域である。Pew 
Research Centerの調査によれば、AIの規制能力に対する国家への信頼度は国によって大きく異な
り、インドのように国民の約9割が国家のAI規制能力を信頼している国がある一方で、ギリシャでは
約2割にとどまるなど、社会的な期待と不安が交錯していることが示されている4。さらに同調査で

は、AI技術に対して興奮を感じている人々の方が、懸念を抱いている人々よりも規制の実効性を高く
信頼する傾向にあることが判明している4。しかし、企業レベルのガバナンスにおいて本質的な問題

となるのは、「AIというシステムそのものを、人間のように信頼してよいか」という点にある。 



哲学および倫理学的な観点（規範的信頼モデル）から言えば、AIは道徳的な責任能力を持たないた
め、そもそも「信頼（Trust）」の対象にはなり得ない。人間同士の信頼には、相手への期待と、それが
裏切られた際の道徳的責任追及が含まれるが、AIに対して私たちが持てるのは、機械としての「依
存（Reliance）」に過ぎない5。システムが意図した結果を繰り返し生成し、望ましくない結果を最小限

に抑えるという実績（Proof）に基づく「信頼性（Reliability）」を獲得して初めて、我々はAIを実務に組
み込むことができる6。 
しかし、現代のAIはそのインターフェースの設計ゆえに、この「依存」を擬似的な「信頼」と錯覚させる
危険性を持っている。AIは人間の振る舞いや文化的背景を模倣し、説得力のある声と自信に満ちた
権威ある口調で対話を行うように設計されている7。これらは利益を追求する企業による意図的なデ

ザインの選択であり、ユーザーがAIを「サービス」ではなく「友人や信頼できる同僚」と誤認すること
（カテゴリーエラー）を誘発する7。AIは実際には信頼に足る存在ではないにもかかわらず、極めて
「信頼できそうに振る舞う」のである7。 
知財業務においてこの錯覚を排除し、工学的な「Trust」を担保するためには、システム設計に以下
の技術的および制度的要素を厳格に組み込む必要がある。 
第一に、不確実性の定量化とフェイルセーフ機能の実装である。AIシステムが自らの回答の確信度
を測定し、自信がない場合には「わからない」と警告を発するか、安全に人間に判断を委ねる仕組み

（Graceful degradation）が不可欠である3。AIは誤りを犯す際にも非常に自信満々に振る舞う傾向
があるため、不確実性のキャリブレーションは重要な技術的課題となっている3。 
第二に、透明性と検証可能性（Explainability）の確保である。現在の高度なAIシステムは透明性を
欠いており3、出力結果がどの先行文献のどの段落に基づいているのかをトレースできない状態で

は、知財業務における証拠として採用することはできない。 
第三に、社会基盤としてのルールの遵守を強制する仕組みである。私たちは日常社会において、見

知らぬ他者であっても「法を守るだろう」という社会的信頼（Social Trust）を抱いている7。AIに対して
も、著作権法や特許法といった法的な枠組みを遵守させるための「ハーネス（Harnesses：セキュリ
ティモニター）」と呼ばれる安全装置の実装が求められる7。AIが無意識のうちに違法な判断を下す
「非合法性（Illegality）」の誤信リスクを排除しなければならない7。 
 



 
 
2.3 Own（統制と所有）：信託法理に基づく権限委譲とガバナンスの帰属 
AIを高度な専門業務に組み込む上で最も重要かつ複雑なのが「Own」の概念である。これは単に
「どの部門がAIソフトウェアのライセンスを購入するか」という予算の問題ではない。AIによる出力結
果の法的な責任を誰が負うのか、そして業務プロセス自体を企業がどのように統制し、知的資本とし

て内部化するのかという、企業統治の核心に関わる課題である。 
この「人間とシステム間の権限委譲」という関係性は、法学における「信託（Trust）」および「受託者に
よる権限委譲（Trustee Delegation）」の原則から、極めて実践的な示唆を得ることができる。伝統的
なコモンローの信託法理において、受託者（Trustee）は、自らの裁量的な判断を伴う本質的義務を
第三者に丸投げすることは固く禁じられている（delegatus non potest delegare：受任者はさらに委
任することはできない、という法格言に基づく）9。しかし、社会の複雑化に伴い、信託財産の内容が

単なる不動産から多様で複雑な金融市場性証券のポートフォリオへと変化したことで、受託者に対

する投資管理の負担は増大した10。これに対応するため、現代の統一信託法典（Uniform Trust 
Code等）の実務では、受託者が適切な専門家（エージェント）を慎重に選定し、委譲の範囲と条件を
明確に定め、継続的に監督・監視を行うことを条件に、特定の管理機能の委譲が合理的な行為とし

て認められている9。 
この高度に発達した法理を知財業務におけるAI活用に置き換えて考察する。特許弁理士や企業の
知財部門担当者は、企業やクライアントの大切な無形資産を管理・保護する「受託者」であると言え



る。彼らは、先行技術文献の一次スクリーニング、関連文書の翻訳、明細書の初期ドラフト作成と

いった「管理機能（Administrative functions）」をAIエージェントに委譲（Delegate）することは可能で
あり、むしろ業務効率化の観点から推奨されるべきである。しかし、進歩性や非自明性の最終判断、

権利化の可否判断、あるいはクレームの戦略的解釈といった「裁量的義務（Discretionary duties）」
を手放し、AIに白紙委任することは、受託者としての根源的な義務違反を構成する。 
日本弁理士会（JPAA）が策定したガイドラインにおいても、この原則は明確に表れている。AIはあくま
で弁理士の専門的な判断を補完し支援する補助ツールであり、生成結果を利用するにあたっては、

弁理士自身がその内容について責任を持って検討・確認し、最終的な判断を下さなければならない

と規定されている2。ルーチンワークをAIに委譲しつつも、人間はより高度な専門知識、コンサルティ
ング、そして顧客との信頼関係構築といった核心的な業務に集中することが求められているのであ

る2。 
さらに、「Own」には「業務プロセスの所有権」という意味も強く含まれる。汎用のチャットボットに対し
て、ユーザーが毎回ゼロから背景事情や判断基準を説明しプロンプトを入力する属人的な運用は、

長期的な資産形成につながらない。これに代わり、自社固有の知財プロセスや判断の基準を「スキ

ル」としてAIエージェントにエンコードし、再現可能で一貫性のある標準ワークフローとして組織が所
有（Own）し、継続的に改善（Scale）していく体制の構築が不可欠である8。また、生成物の利用に際

して他者の著作権等の知的財産権を侵害していないかの確認12や、企業間における個人情報の第

三者提供リスクの管理、契約条項の設計や責任分配の事前調整15も、すべて組織が主体的に「

Own」すべきガバナンスの領域である。 

概念 AIに対する解釈 適用におけるガバナ

ンス上の要求事項 
知財実務における具

体例 

Can 確率論に基づく高度

な予測機械 
認識的限界の把握

と、対話を通じた意

図のアライメント 

膨大な特許公報から

の類義語抽出や、

フォーマット化された

明細書ドラフトの生

成。 

Trust 道徳的責任を伴わな

いシステムへの依存 
不確実性の提示（

Graceful 
degradation）と出力
根拠の検証可能性

の確保 

出典の明記、確信度

が低い場合の「わか

りません」という応答

のプロンプトによる

強制。 

Own 法的責任の帰属と

ワークフローの所有 
裁量的判断権の保

持と、自社独自のAI
スキルのエンコード・

標準化 

AI生成物に対する弁
理士の最終責任の

担保、未公開発明を

保護する自社専用AI
環境の構築。 



表1：知財業務におけ
る「Can / Trust / 
Own」フレームワー
クの構造的理解 

   

3. 知財判断プロセスの分解と再構築：ユースケース別最適設
計 
前章で提示した「Can / Trust / Own」の理論的フレームワークに基づき、知財部門の主要な業務プロ
セスを解剖し、AIエージェントをどのようにワークフローに組み込むべきかを、具体的なユースケース
に沿って詳述する。 
3.1 発明発掘と先行技術調査：新規性喪失リスクの遮断と高度な統制（High 
Own, Moderate Trust） 
研究開発の初期段階における発明発掘プロセスや、特許公報からの先行技術調査は、AI導入によ
る効率化が最も期待される領域の一つである。しかし同時に、この段階は企業の最重要機密である

「未公開発明」を取り扱うため、「Own（統制）」のレベルを最高度に設定しなければならない極めてセ
ンシティブなプロセスである。 
リスクと対策： ChatGPTやClaudeなどのパブリックな生成AIサービスに、出願前の未公開発明の内
容やアーキテクチャの詳細を入力することは、致命的なリスクを伴う。入力データがAIの再学習（学
習モデルのパラメータ更新）に利用された場合、その情報が第三者のプロンプトに対する回答として

不意に出力される情報漏洩のリスクがあるだけでなく、特許法上の「新規性喪失」を招き、自社自身

の特許取得が不可能になるという回復困難な損害を引き起こす可能性がある2。 
この致命的なリスクを完全に遮断するためには、日本弁理士会のガイドラインに準拠してIPTech等
が策定している運用基準のように、以下の3つのセキュリティ要件をシステムアーキテクチャおよび
サービス提供者との契約レベルで明示的に保証するエンタープライズAI環境を組織として「Own」す
る必要がある2。 

1.​ 入力内容の強固な暗号化処理がエンドツーエンドで施されていること。 
2.​ サービス提供事業者によるデータ解析が不可であり、厳格なオプトアウトが適用されているこ

と。 
3.​ 入力データがAIモデルの再学習に一切利用されない（不利用）ことが利用規約で保証されて

いること。 
さらに、オープンイノベーションにおけるPoC（概念実証）や共同研究開発段階においては、提供され
るデータの機密性や分量に応じ、残存期間を1年間とするなど、法務と連携した適切な秘密保持契約
（NDA）の締結・管理が不可欠である16。クロスボーダーの取引を想定した準拠法や専属的合意管轄

裁判所の指定も含め、法的な防御線を構築することが「Own」の実践である16。 
Can/Trustの設計： 調査の効率化においては、AIの高い言語処理能力（Can）を活用し、関連する先
行技術の網羅的な検索や類義語の展開を行うことが有効である。しかし、AIによる検索は「サイレン
トリスク（あるはずの文献を見落とすFalse Negative）」を伴うため、完全な依存は危険である。した
がって、人間の専門家による検索式の妥当性確認や、検索漏れを補完するための多角的な再検索



といった「ヒューマン・イン・ザ・ループ」を戦略的にプロセスの中間に配置することで、調査結果に対

する「Trust」を担保する体制が求められる。 
3.2 明細書作成と中間処理：ハルシネーションの抑制と説明責任（Moderate 
Can, High Trust） 
特許明細書の作成や、特許庁からの拒絶理由通知（OA）に対する応答案の作成業務において、AI
の文章生成能力は絶大な威力を発揮する。しかし、特許文書は極めて厳密な法的文書であり、一語

の解釈や構成要件のわずかな差異が権利範囲の広狭や有効性に重大な影響を及ぼす。先述の通

り、LLMは事実と異なるもっともらしい虚偽の情報を生成する「ハルシネーション」の性質を持つため1

、このプロセスにおいては「Trust（信頼性）」の工学的な担保が最大の課題となる。 
リスクと対策： ハルシネーションを技術的に防ぎ、機密情報を保護するためには、単にプロンプトを
工夫するだけでなく、再学習不利用を前提とした暗号化通信環境下で、RAG（検索拡張生成：
Retrieval-Augmented Generation）と定量的な評価フレームワークを組み合わせた多層的なガード
レールを構築し、リスクを根本から根絶しなければならない17。 
具体的には、ユーザーが未公開発明データや社内資料を入力した際、まず第一の関門として入力

内容の暗号化処理およびサービス提供事業者による解析や再学習利用を技術的・契約的に防止す

るセキュリティゲートを通過させる17。その後、社内の特許情報、過去の中間処理履歴、あるいは関

連法規や審査基準の条文を格納したセキュアなエンタープライズLLMおよびRAGデータベースで文
脈に基づいた処理を行う。さらに、最終出力を弁理士や担当者へ提供する直前に、出力結果を自動

評価するガードレールを通過させるというシステムアーキテクチャが求められる。 
このガードレールにおいて重要となるのが、Ragasなどの評価フレームワークを用いた定量的測定で
ある。単にRAGを導入するだけでなく、出力の「Faithfulness（提供されたドキュメントに対する忠実
性）」や「Response Relevancy（ユーザーの質問に対する回答の関連性）」といった指標を定量的に
測定し、回答が参照ドキュメントに正確に基づいているかを自動評価するプロセスを組み込む17。

Amazon Bedrock Guardrailsのようなグラウンディングチェック機能を利用し、根拠のない回答をシ
ステムレベルでブロックすることも極めて有効な対策である17。 
さらに、システムへの入力段階（プロンプト設計）においても、「Trust」の要素を強制的に組み込む。
例えば、以下のような指示文（システムプロンプト）を標準化し、エージェントに組み込むことで、AIの
過信による誤導を防ぐ18。 「以下の質問に対し、確実な事実に基づいて回答してください。情報源が
不明な場合や推測が含まれる場合は、その旨を明記し、わからない場合は『わかりません』と答えて

ください。日本の特許法における『新規性喪失の例外規定』の適用要件について、具体的な条文を

引用しながら説明してください。」18 

生成結果の商用利用可否を利用規約で確認することや、出力された文章が第三者の著作権等の知

的財産権を侵害していないかのファクトチェックを行うことも、システムから出力された情報を社会に

適用するための最終的な「Own」のプロセスとして欠かすことができない12。 

業務プロセス AIの「Can」を活用す
る領域 

「Trust」を担保する
技術的・運用的手法 

人間が「Own」すべ
き最終判断と責任 

先行技術調査 膨大な文献からの

キーワード抽出、関

連度スコアリング、

RAGによる根拠文献
の明示、複数の検索

アルゴリズムによる

検索式の妥当性確

認、サイレントリスク

（検索漏れ）の最終



多言語翻訳 交差検証 評価 

明細書ドラフト作成 クレームツリーに基

づく背景技術や実施

例の言語化、定型

フォーマットへの落と

し込み 

Faithfulness指標の
監視、ハルシネー

ション抑制プロンプト

の標準適用 

進歩性・非自明性の

主張ロジックの構

築、権利範囲の広狭

に関する戦略的判断 

拒絶理由通知（OA）
対応 

審査官の指摘事項

の要約、引用文献と

本願発明の差異の

マトリックス化 

出典条文の引用強

制、推測の排除（わ

からない場合は明記

させる） 

補正の範囲決定、反

論の法的根拠の採

否、手続補正書の最

終承認 

表2：知財業務プロセ
スにおけるCan / 
Trust / Ownの適用
マトリックス 

   

3.3 発明者適格性と法制動向への対応（Legal Governance） 
AIシステムが単なる補助ツールを超え、独自の解決策を自律的に生成するレベルまで高度化する
と、「AI自身が特許の発明者になり得るか」という根本的な法制度上の問題が浮上する。この問題に
対して、米国特許商標庁（USPTO）は2024年初頭に、AIによる発明支援に関するガイダンスを発表
し、特許制度における人間の位置づけを明確にした19。 
この議論の契機となったのは、コンピュータ科学者スティーブン・ターラー氏が開発したDABUS（
Device for the Autonomous Bootstrapping of Unified Sentience）システムに関する一連の訴訟で
ある。ターラー氏は、DABUSシステムが自律的に飲料ホルダー等のユニークなプロトタイプを作り上
げたとして、AIを発明者とする特許出願を行った。しかし、米国の裁判所および連邦最高裁判所は、
完全にAIによって生成された発明について特許を受けることはできないとし、「特許は人間の発明者
にしか発行されない」という判断を下した19。 
USPTOのカティ・ビダル長官が述べている通り、特許制度の本来の目的は「人間の創意工夫」と、そ
れを市場性のある製品に変換するための投資を奨励し、保護することにある19。USPTOのガイダンス
は、イノベーションにおけるAIの積極的な活用を受け入れつつも、特許保護の要件としては「自然人
（人間）がAIの支援を受けて構想した発明に対して、いかに貢献したか」に焦点を当てるというバラン
スの取れたアプローチを採用している19。 
これは実務上、極めて重要な示唆を与えている。企業の知財部門や研究開発部門がAIを活用して
発明を創出する際、単に「AIに課題を与え、出力されたアイデアをそのまま出願した」という事実関係
のみでは、人間による発明への本質的な寄与（Conception）が否定され、特許が無効化されるリス
クが生じる。したがって、AIを利用するプロセスにおいては、人間の自然人がどの段階でどのような
独創的な課題設定を行い、出力結果をどのように選択・統合・変形して最終的な発明の構想に至っ



たのかを、実験ノートや開発履歴として詳細に立証・記録するプロセスを社内に設計しなければなら

ない。技術的課題の解決において、最終的な発明の「Own（所有と創造性の帰属）」を人間側に明確
に紐付けることが、権利化の成否を左右する絶対条件となる。 
3.4 他社権利クリアランスとFTO（Freedom to Operate）調査におけるリスク
管理 
新製品の市場投入前に、自社製品が他社の有効な特許権を侵害していないかを確認するFTO（侵
害予防）調査やクリアランス業務は、万が一見落としがあった場合の事業停止や巨額の損害賠償と

いった事業リスクが極めて甚大である。デジタル庁が定める政府機関向けの生成AI利用ガイドライ
ンにおいても、「人間の生命・身体への影響」と並び、「生成AIによる生成物の瑕疵（情報の誤り等）
が重大な影響を及ぼす可能性のある業務」については、利用に際して極めて慎重なリスク評価が求

められている20。FTO調査はまさに、民間企業においてこの「重大な影響を及ぼす業務」に該当す
る。 
したがって、クリアランス業務におけるAI活用は、最終的な「非侵害の法的な判断」をシステムに委譲
するのではなく、関連特許の高速なスクリーニングや、膨大なクレームの構成要件と自社製品の技

術仕様との対比マトリックス表を自動生成するといった「情報の構造化および前処理タスク」に厳格

に限定して「Can」を適用すべきである。また、前述の通り検索漏れに対するサイレントリスクが存在
するため、AIの出力を過信せず、人間の専門家による経験則に基づいた再検索や、AIとは異なるロ
ジックを持つ従来の検索アルゴリズムとの併用によって「Trust」を補完する設計が必須となる。 

4. AI時代の知財部門が構築すべき組織的ガバナンス体制 
高度なAIエージェントの導入は、単なるテクノロジーツールの刷新にとどまらず、組織の働き方その
ものを変革する取り組みである。技術的なフェイルセーフの実装だけでは、安全かつ競争力のある

AIオペレーションは実現しない。知財部門を核とした、全社的かつ持続的なガバナンスの枠組み（
Operating Model）の構築が必要不可欠である。 
4.1 CAIO（AI統括責任者）と知財・法務部門の戦略的協働 
AI技術の導入に伴い、企業は技術的な活用推進だけでなく、社内での利用ルールやリスク管理体制
を明確に整備する必要がある15。デジタル庁の標準ガイドラインでは、組織内における生成AIシステ
ムの利活用にあたり、対象業務の性質を評価し、ユースケースごとのリスクレベルを判断するAI統括
責任者（CAIO：Chief AI Officer）または経営者を含む事業執行責任者の設置が想定されている20。 
知財部門は、単に整備されたルールの下でAIを利用する一担当部署にとどまってはならない。法務
部門やCAIOと密接に連携し、AIガバナンスにおけるルール形成の主導権を握るべきである。AIがコ
ンテンツを自動生成する過程で生じる著作権・商標・特許に関する新たな法的論点の整理や、生成

物に関する企業間の契約実務・損害発生時の責任分配の事前調整など、AI法務における複雑なリ
スク管理は、知財専門家の知見なしには成立しないからである15。知財部門は、自社の無形資産の

保護と、第三者の権利侵害リスクの低減を両立させる全社的なポリシー策定の中核を担う必要があ

る。 
4.2 継続的な組織リテラシーの向上と従業員教育 
システム的なガードレールをいくら強固に構築しても、AIツールの潜在的リスクを防ぐ最後の防衛線
は、それを利用する個々の従業員のリテラシーに依存する。そのため、すべての知財部員および研

究開発スタッフに対して、基礎から専門領域に至る継続的な教育プログラムの実施が求められる。 



ツールに触れる前に、生成AIの基本的な仕組み（確率に基づく予測機械であること）、ハルシネー
ションの原理、特許法上の新規性喪失要件、情報漏洩や著作権侵害のリスク、そして自社の社内利

用ガイドラインの内容を周知する基礎研修を徹底しなければならない17。正しい知識を習得させるこ

とで、無意識のうちに未公開発明をパブリックAIに入力してしまうといったリスク行動を未然に防ぐこ
とができる。さらに、法務部門には最新の国内外の規制動向、システム開発部門やAI管理者にはプ
ロンプトインジェクション対策など、業務内容や役職に応じた専門的な研修を組み合わせる体制を構

築することで、組織全体のリテラシーを高い水準で維持することが可能となる17。 
4.3 汎用チャットボットから「知財特化型AIエージェント」への進化と内製化 
初期のAI導入フェーズにおいては、ChatGPT等の汎用のLLMに対して、都度プロンプトを手入力す
る運用が主流であった。しかし、このような属人的な利用形態では、AIセッションのたびに企業の基
準やワークフローを再説明する手間が生じ、品質のばらつきを防ぐことができない8。今後の知財部

門が目指すべきは、自社の業務プロセスを「スキル」として内部にエンコードした、自律的かつ専用

の「AIエージェント」の開発と導入である8。 
単なる質疑応答を行うチャットボットではなく、社内の特許管理システムや外部の特許データベース

とセキュアなAPIを通じて連携し、自社の過去の中間処理履歴や明細書の特有の記述スタイルを
RAGとして参照しながら、自律的にタスクを遂行するエージェントの構築が求められる13。例えば、特

許事務所SKIPの事例のように、GoogleのGeminiなどの最新モデルの進化に合わせて、所内に独
自の「特許事務兼プログラマ」を擁する開発部門を設け、セキュアな環境下でAIをカスタマイズし、弁
理士や特許技術者の調査・翻訳・OA応答能力を持続的にブーストさせるという取り組みは、知財業
界全体が進むべき「Own」の方向性を明確に示している21。 
企業は、自社のKPIやテクノロジースタックに合わせて、信頼でき、自ら所有し、継続的に改善できる
カスタムAIソリューションを構築・拡張（Trust, Own, and Scale）する主体へと変容しなければならな
い13。 

5. 結論：人間とAIの新たな境界線をデザインする知財戦略 
生成AIおよび自律型AIエージェントの急速な発展は、知財業務の在り方を根本から再定義する力を
持っている。しかし、従来の「人間がゼロから起案し、人間がレビューする」というプロセスから、「AI
が起案し、人間が最後に確認する」という単純な置き換えモデルへの移行は、AIの認識的限界（ハ
ルシネーションや不確実性）や、知財業務の持つ規範的かつ機微な性質を致命的に過小評価してい

る。そのような安易な運用は、企業の無形資産を危険にさらし、深刻な法的・事業的リスクを招く結果

となる。 
本稿で詳細に論じた通り、AI時代の知財部門に求められる真の戦略は、複雑な業務プロセスを冷静
に解剖し、「Can（AIの推論能力と限界）」「Trust（不確実性の工学的制御とシステムの信頼性）」「
Own（法的責任の保持とワークフローの統制）」という三つの評価軸を用いて、AIに委譲する権限の
境界線を緻密にデザインすることである。 
未公開発明の保護や、事業の未来を左右する最終的な権利化戦略の決定は、受託者たる人間が

完全に「Own」し、AIは不可侵な思考の壁打ち相手として、再学習不利用が担保されたセキュアな暗
号化環境でのみ限定的に利用されなければならない。明細書のドラフティングや先行技術の要約と

いった文書処理においては、AIの卓越した言語能力（Can）を最大限に活用しつつも、RAGの定量的
評価指標（FaithfulnessやResponse Relevancy）や、不確実性を強制的に吐露させる厳格なプロン
プトエンジニアリングによってハルシネーションを防ぎ、出典の明示を徹底するシステム（Trust）を構



築すべきである。そして、著作権侵害の回避や発明者適格性の法的な要件に対しては、人間がプロ

セスに本質的な寄与を行ったことを明確に記録し、専門家としての説明責任を果たす体制を整える

必要がある。 
常に自覚すべきは、AIは道徳的責任を負うことができない「予測機械」であり、法的な意味での「信頼
（Trust）」の対象ではなく、適切に設計された条件下でのみ活用できる「依存（Reliance）」の対象に過
ぎないという事実である1。したがって、どれほどテクノロジーが高度化し、AIが人間のように流暢に振
る舞う時代になったとしても、知的財産が企業の競争力の源泉である限り、その戦略的判断と法的

責任は常に人間が担い続けなければならない。「人間が最後に確認する」という受動的な態度では

なく、「人間が主体的に設計した堅牢な安全基準（ガードレールとガバナンス）の内部でのみ、AIの能
力を最大限に駆動させる」こと。これこそが、激動のAI時代において次世代の知財部門が採用すべ
き、最も強靭で持続可能なオペレーティング・モデルである。 
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